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1．はじめに 

北海道新幹線は 2016 年に新青森－新函館北斗間が開

業し、2031 年までに札幌への延伸整備が計画されている。

しかし、青函トンネル内における貨物列車とのすれ違い

の影響で速度が制限されており、目標としている東京－

札幌間 4 時間半の達成が困難視されている。また、並行

在来線である函館線の一部区間廃止も決定しており、貨

物列車廃止の可能性も議論されている。 
この二つの問題に対する解決策として第二青函トンネ

ルの建設が挙がっている。現在の青函トンネルを新幹線

専用とし貨物用の第二青函トンネルを建設することで、

新幹線の高速化と貨物輸送ルートの確保が可能となる。 
本研究では、第二青函トンネルによる貨物車・旅客交

通双方への影響を考慮し、北海道、東北各県、関東を対

象に地域計量経済モデルを構築し、同トンネルの整備に

よる各地域の地域経済効果を計測する。 
 

2．北海道本州間の貨物交通の実態 

北海道における代表輸送機関別産業業種別出荷額（上

位 5 業種）を表－１に示す。 

表－１ 北海道・代表輸送機関別出荷額 

単位：10 億円 

 
出典：全国貨物純流動調査(2015)、経済センサス活動 

    調査(2016)より作成。 

 

表－１より、北海道発の貨物は金額ベースでは大半が

トラックで輸送されており、鉄道・海運については全体

の１割に満たないこと、品目が農畜産物・水産物、食料

品などに限定されていることが分かる。 

 

3．第二青函トンネル整備による所要時間短縮 

 第二青函トンネルの整備により、新幹線の青函トンネ

ル内高速走行が可能となるため、地域間所要時間の短縮

が見込まれる。東京－札幌間の旅客の鉄道所要時間は、

現状の 7 時間 44 分から、北海道新幹線の札幌延伸と青

函トンネル内高速化により 4 時間 33 分となる。 

 一方、貨物列車については第二青函トンネル整備後も

現状の運行本数・所要時間に大きな変化はないと予想さ

れる。輸送機関別の出荷額で大きな割合を占めるトラッ

ク輸送では、フェリー利用がなくなり所要時間の短縮・

コスト削減につながると考えられる。 
 
4．地域計量経済モデルの概要 

 地域計量経済モデルは、既存研究 1)2)を参考に、北海道、

青森県、東北 5 県（岩手県・秋田県・宮城県・山形県・

福島県）、関東 1 都 6 県（東京都・神奈川県・千葉県・埼

玉県・茨城県・栃木県・群馬県）の 4 地域を対象として

構築する。 
図－１に整備による影響フローを示す。 

 

 
図－１ 第二青函トンネル整備による影響フロー 

 
第二青函トンネル整備に伴う貨物車交通の所要時間短

縮は、企業の費用削減をもたらす。本研究では(1)、(2)式
のとおり費用削減が運輸業とその他の産業で按分され、

それぞれの潜在生産力向上につながると仮定する。 

( ), , , ,f ,T t T t T t t T tX L K Tθω= − ∆  (1) 

( ), , , ,f , (1 )O t O t O t t O tX L K Tθ ω= − − ∆  (2) 

tititi NWLHRL ,,, ・=  (3) 

tititi KPROWK ,,, ・=  (4) 

( )tititi IPKPKP ,1,, ,f −=  (5) 



ここで、下付添字の t は期、T は運輸業、O はその他の

産業、i は運輸業またはその他の産業を表す。X は潜在生

産力、L は労働、K は資本を示す。w は時間価値、θは費

用減少の運輸業への付加価値の転嫁比率、Δτは貨物車

交通の所要時間短縮である。LHR は平均労働時間、NW は

雇用者数、ROW は民間資本稼働率、KP は民間資本スト

ック、IP は民間設備投資である。 
また、新幹線の所要時間短縮に伴う入込客増加による

移出（=入込客数による消費）の増加を考慮し、移輸出を

(6)～(7)式で表現する。 

Trade
t

Tourism
tt EEE +=  (6) 

( ) ( )Tourism J J J F F
t t t t t tE u NT dNT u NT= + +  (7) 

 
ここで、E は移輸出、ETourism は観光消費に伴う移輸出、

ETrade はその他の移輸出、NTJ は国内からの入込客数、dNTJ

は新幹線の所要時間短縮に伴う国内からの入込客数の増

加、NTF は海外からの入込客数、uJ は国内からの入込客

の消費単価、uF は海外からの入込客の消費単価である。 
 その他の関数については、既往研究でも用いられてい

る一般的な関数と同様とする。 
 
5．各関数のパラメータ推定とファイナルテスト 

 各関数のパラメータ推定は、県民経済計算などから各

地域各変数の 1996～2017 年の時系列データを収集し、最

小二乗法（OLS）により実施した。 
 パラメータ推定結果の一例として、(1)、(2)式の「f( )」
部分の生産関数をコブダグラス型として特定化した(8)
式の推定結果を表－２に示す。 
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表－２ 生産関数のパラメータ推定結果 

 
 

また、推定したすべての関数を連立させ、1997～2017
年の期間において地域内総生産を推計するファイルテス

トを実施した。テストの結果、地域内総生産の推計値と

実績値の同期間における平均絶対誤差率は、北海道

1.75％、青森県 10.64％、東北 5 県 2.50％、関東 1 都 6 県

2.50％となり、青森県を除く 3 地域のモデルは良好な現

況再現性を有していると言える。 
 
6．第二青函トンネル整備の経済効果 

 パラメータ推定された 4 地域の地域計量経済モデルを

用い、第二青函トンネル整備が各地域の地域内総生産に

及ぼす影響のシミュレーションを行った。整備ありのシ

ミュレーションでは、整備が 2035 年に完了すると仮定

し、整備後の期間において、(1)、(2)式におけるωを貨物

１トンあたりの時間価値（円／分・トン）とし、ΔT を

「（第二青函トンネル経由の陸路の所要時間－航路の所

要時間）×現状の航路の輸送トン数」とした。また、(7)
式における入込客数の増加は既往研究 2)の推計式を用い

て算出した。 
シミュレーションの結果を図－２に示す。 

 

 
図－２ 整備ありの場合の GRP 増加 

 
7．おわりに 

 本研究では、第二青函トンネルによる貨物車・旅客交

通双方への影響を考慮し、北海道、青森県、東北 5 県、

関東 1 都 6 県を対象に地域計量経済モデルを構築し、同

トンネルの整備による各地域の地域経済効果を計測した。 
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α0 α1 β R2 D.W. 推定期間

-1.89836 -0.15812 0.57939
(-5.006) (-3.291**) (2.370*)
-0.0778 -0.04857 0.03718
(-0.302) (-5.399**) (0.439)

-2.83356 0.92176
(-4.251) (2.455*)
-1.4378 0.47741
(-2.962) (3.245**)

-1.90817 -0.20847 0.40192
(-4.475) (-5.272**) (1.661)

0.5790 -0.06960 -0.21128
(3.456) (-7.079**) (-3.911**)

-1.83260 0.47507
(-11.829) (6.283**)

-1.2751 0.06916 0.52220
(-2.943) (5.970**) (3.950**)

注） （　）内はt値。**：1％有意、*：5％有意。

DUM：1（北海道・運輸業で2010～2013年、北海道・その他で2006～
2009年、東北5県・運輸業で2009～2011年、東北5県・その他で2003～
2011年、関東1都6県・その他で2011～2015年）、0（その他の期間）
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